
「明治日本の産業革命遺産 製鉄・鉄鉱、造船、石炭産業」（日本）（No 1484） 

 

1．報告書の概要 

この保全状況報告書は、「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」の

構成資産である、エリア１ 萩城下町・松下村塾、及びエリア５ 三重津海軍所跡の保

全措置の一部変更について、報告を行うためのものである。当該事案は当該資産の有す

る顕著な普遍的価値に悪影響を与えるものとはみなされないが、『世界遺産条約履行の

ための作業指針』第 172 項の規定に従って、提出を行うものである。詳細については、

それぞれ付属資料１、２を参照されたい。 

(１)エリア１ 萩の緩衝地帯における保全手法である萩市景観計画の一部改訂（付属資

料１） 

「萩城下町」の緩衝地帯内及び「松下村塾」の緩衝地帯外において、緩衝地帯の保全手

法として適用している萩市景観計画を一部改訂するものである。これは緩衝地帯内での

小地域ごとの性格や用途をきめ細かく仕分ける一環として、緩衝地帯の一部分に特化し

た商業地区の範囲を明確化し、当該地区内及びバイパス道路沿いに限った高さ規制の一

部改訂を行うものである。構成資産の顕著な普遍的価値を表す要素（アトリビュート）

は、「萩城下町」が城跡を含む町割り、「松下村塾」が小さな木造の建築物であり、構成

資産への直接的な影響が出ることは想定されない。本レポートを提出した後に萩市は高

さ規制の一部改訂について告示を行うこととしている。現時点で具体的な開発予定があ

るわけではない。萩市及び構成資産管理者は、高さ規制の一部改訂による眺望景観への

影響について景観モニタリングにより定期的に観測を続けるとともに、萩市景観計画の

適切な運用により、引き続き緩衝地帯における景観をコントロールしていく。 

(２)エリア５ 佐賀 三重津海軍所跡の緩衝地帯におけるコンクリート製造工場建設

についての遺産影響評価書（付属資料２） 

「三重津海軍所跡」の緩衝地帯において、コンクリート製造工場の移転及び保護状況の

一部変更を行うものである。三重津海軍所跡の顕著な普遍的価値を表す要素（アトリビ

ュート）は地下遺構及びそれらと一体を成す自然地形であり、資産範囲外での工事によ

る直接的影響はない。また、遺産影響評価を行う中で、佐賀市、大川市及び民間事業者

との協議を重ねることにより、資産範囲内からの眺望に対する影響について最小化する

よう施工がなされた。コンクリート製造工場の所有者である民間事業者との協議の中で、

今後の用地拡張等の計画がないことは佐賀市が確認している。今回の事案を契機に、佐

賀県と遺産管理者である佐賀市、緩衝地帯が位置する福岡県及び福岡県大川市との協議

体制が強化された。なお本件に関するモニタリングは引き続き実施される予定である。 

 

２． 他に締約国が把握している資産の顕著な普遍的価値に影響を与えうる保全上の課

題 



○エリア 8 官営八幡製鐵所、遠賀川水源地ポンプ室 

2017 年 9 月 28 日付提出を行ったエリア 8 官営八幡製鐵所（旧鍛冶工場及び修繕工場）、

及び遠賀川水源地ポンプ室の耐震補強に関する報告について、官営八幡製鐵所（前に同じ）

は 2018 年 4 月より耐震設計に着手したが、建物の保全と継続的な操業を両立させるため

のより良い工法の検討に、更なる期間を要することになった。そのため、官営八幡製鉄所（前

に同じ）の耐震補強に係る世界遺産センターへの追加報告は、当初予定していた 2018 年か

ら 2019 年 12 月に変更する予定である。なお、遠賀川水源地ポンプ室の耐震補強対策に係

る追加報告は、2020 年に行う予定である。 

 

３． 所管省庁署名 

（署名）内閣官房 産業遺産の世界遺産登録推進室長  田村 計 
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世界遺産「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」 

エリア１ 萩の緩衝地帯における保全手法である萩市景観計画の一部改訂 

 
 

 

概要 

  

本文書は、世界遺産「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」の構成資産で

あるエリア 1 萩の緩衝地帯における萩市景観計画の一部改訂を対象として、萩市が作成した遺

産影響評価書である。 

 萩市では、本エリアの緩衝地帯の保全手法として適用している萩市景観計画の一部改訂を検

討している。その目的は、歴史的景観の保全と商工業の推進・賑わい創出を両立させるため、緩

衝地帯内での小地域ごとの性格や用途をきめ細かく仕分けしようとするものである。具体的な

改訂内容は、緩衝地帯の一部分に特化した商業地区の明確化並びに当該商業地区内及びバイパ

ス道路沿いに限った高さ規制の一部改訂である。 

 関係する構成資産は、「萩城下町」（１－４）及び「松下村塾」（１－５）である。これら２つ

の構成資産の顕著な普遍的価値を表す要素（アトリビュート）は、萩城下町が城跡を含む町割り、

松下村塾が小さな木造の建造物であり、今回の改訂によるこれら構成資産への直接的な影響が

出ることは想定されない。 

 また現在のところ、具体的な開発予定があるわけではない。今回の計画の一部改訂は、萩市に

おける今後の地域経済発展の持続可能性の確保と、世界に誇る文化的遺産の未来への確実な継

承を図るためのものである。 

 今後も萩市及び構成資産管理者は、高さ規制の一部改訂による眺望景観への影響について景

観モニタリングにより定期的に観測を続けるとともに、具体的な要請があれば、毎年度の景観モ

ニタリングの結果を取りまとめ、報告する用意がある。また、萩市は萩市景観計画の適切な運用

により、引き続き緩衝地帯における景観をコントロールしていく決意である。 

 

 

１．導入 

（１）本遺産影響評価の対象は、2015 年７月に世界遺産一覧表に記載された「明治日本の産業

革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」の構成資産「萩城下町」（１－４）及び「松下

村塾」（１－５）である（図１）。 

（２）本遺産影響評価にあたっては、世界遺産の管理保全計画（ＣＭＰ）に定める事項及び国内

外の有識者の意見を参照している。 

（３）本遺産影響評価書の作成主体は萩市である。 

 

  

添付資料１ 
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Yamaguchi Prefecture 
Hagi City 

Ohitayama Tatara Iron Works 

Ebisugahana Shipyard 

Hagi Reverberatory Furnace 

Hagi Castle Town 

Shokasonjuku Academy 

図１ エリア１ 萩の位置図 
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２．事案の概要 

（１）萩市では、景観法に基づく萩市景観計画を２００７年に策定し、市内の良好な景観形成に

努めている。また、同時期に萩市景観条例を制定し、景観計画の策定の指針及び景観法の

施行について必要な事項を規定している。 

（２）萩市は人口５万人弱の一地方都市であり、豊かな自然と歴史には恵まれているものの地

形のほとんどは山間部であることから産業基盤が脆弱で、近年は人口減少と少子高齢化

が急速に進んでいる。このような現状を打開するために萩市では、地域経済活性化を施策

の中心に据えて、様々な事業展開を図っていくこととしている。また、萩市では地域経済

活性化を図りつつ、構成資産及び緩衝地帯の保護に対する世界的・歴史的見地からの責任

を果たすよう検討を重ねてきた。今回の萩市景観計画の一部改訂は、このような萩市とし

ての基本的な姿勢に基づく事業展開の一環として実施するものである。 

（３）事案の内容 

① 建築物の高さ規制 

現行（管理保全計画に記載）は付属資料１、一部改訂案は付属資料２である。具体的に

は、萩城下町の緩衝地帯に設けられた商業地区の高さ規制を１６ｍから２０ｍに、ま

たバイパス道路（土原新川線及び大屋土原線）の両側１０ｍの範囲の高さ規制を１３

ｍから１６ｍに変更することである。 

② 商業地区 

都市計画上の商業地域及び近隣商業地域 ※付属資料３（萩都市計画総括図）参照 

 

（萩市景観計画における高さ規制の数値の根拠） 

○１０ｍ規制 

建築基準法第５５条に基づき、萩市都市計画決定による用途地域の第一種低層住

居専用地域において、建築物の高さを１０ｍと規定しているため。 

○１３ｍ規制 

市内の特色ある景観の構成要素であるクロマツ及び市街地の一般的な工作物であ

る電柱の高さを基準として、市街地の低層建築物との調和を考慮したもの。 

○１６ｍ規制 

市内の既存中高層建築物の高さを調査した結果、市街地に存在する中層建築物の

高さが概ね１６ｍ以内である状況を確認した上で、市街地から周囲の山並みに対

する眺望及びランドマークである指月山に対する眺望を各々阻害しない高さとし

て設定したもの。 

○２０ｍ・３０ｍ規制 

市内に高さ約２０ｍ（５階建て県営住宅）、約３０ｍ（９階建てマンション）の高

層建築物がそれぞれ存在している状況に配慮したもの。 

 

 

３．遺産価値 

（１）「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」の顕著な普遍的価値は以下の

とおりである。（世界遺産委員会決議の顕著な普遍的価値の言明の抜粋） 

本産業遺産群は、主に九州・山口地域に分布し、産業化が初めて西洋から非西洋に

波及し成就したことを顕している。１９世紀半ばから２０世紀初頭にかけて、日本は製鉄・
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製鋼、造船、石炭産業を基盤に急速な産業化を成し遂げた。シリアルの構成資産は、1850 年

代から 1910 年にかけてのわずか５０ 年余りという短期間に達成された急速な産業化

の 3 つの段階を反映している。 

第一段階は、1850年代から1860年代前半にかけての幕末期で、製鉄及び造船の試行

錯誤の挑戦に始まる。国の防衛力、特に、諸外国の脅威に対抗する海防力を高めるた

めに、藩士たちの産業化への挑戦は、伝統的な手工業の技で、主に西洋の技術本から

の二次的知識と洋式船の模倣より始まった。 

1860年代からの第二段階においては、西洋の科学技術が導入され、技術の運用のために

専門家が招かれ、専門知識の習得を行った。その動きは明治新政府の誕生により加速され

た。 

明治後期（1890～1910年）にあたる第三段階においては、国内に専門知識を有した人

材が育ち、積極的に導入した西洋の科学技術を、国内需要や社会的伝統に適合するよう

に現場で改善・改良を加え、日本の流儀で産業化を成就した。 

 

（２）本エリアには、世界遺産「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」の顕

著な普遍的価値を反映する３つの段階のうち、第一段階に属する５つの構成資産がある。

そのうちの２つが、萩城下町及び松下村塾である。萩城下町は、１７世紀に計画的に建設

された城下町であり、城跡、旧上級武家地及び旧町人地という３つの地域から成る。旧上

級武家地及び旧町人地の町割りは封建社会の伝統的な身分制を表わす構造となっている。

松下村塾は、明治維新や明治時代に活躍した重要人物の多くを輩出した私塾である。 

（３）構成資産「萩城下町」（１－４）の顕著な普遍的価値を表す要素（アトリビュート）は、

封建時代に計画的に建設された城下町のオリジナルな町並みであり、城跡、堀、道、階級

別居住地から成る階層空間を含んでいる。「松下村塾」（１－５）の顕著な普遍的価値を表

す要素（アトリビュート）は、小さな木造建築の私塾である。これらの管理保全について

は、管理保全計画において、以下のとおり定めている。 

 

○文化財保護法による資産の保護 

 萩城下町及び松下村塾の全ての要素は、文化財保護法に基づく史跡指定又は重要伝統的建造

物群保存地区選定により保護される。史跡指定地においては、現状の変更や保存に影響を及ぼ

す行為が制限される。また、史跡の現状変更等により、滅失やき損等を行った者は、同法に基

づき、強制力を伴った是正措置や罰則等により厳正に対処することができる制度となっている。

なお、現状変更については、同法の規定により文化庁長官の許可を受ける必要があり、許可を

受けずに保存に影響を及ぼす行為をした者に対しては、文化庁長官は原状回復を命ずることが

できる。重要伝統的建造物群保存地区においては、同法に基づく萩市伝統的建造物群保存地区

保存条例によって現状の変更や保存に影響を及ぼす行為が制限される。旧上級武家地の伝統的

建造物群の特性を維持していると認められる伝統的建造物だけでなく、これらと一体をなす保

存地区内の一般の建造物についても、条例により外観を変更する全ての現状変更について、萩

市長及び萩市教育委員会の許可を受ける必要があり、無許可で現状変更を行った場合は、同条

例に基づき罰則を科すことができる。これにより、顕著な普遍的価値に貢献する資産である萩

城下町及び松下村塾の要素が世界遺産登録時の状態で保存される。 

 

 

○道路法による資産の保護 
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 萩城下町を構成する城跡、旧上級武家地及び旧町人地は、当時、参勤交代等に萩（長州）藩

主が家臣を従えて通っていた御成道によって繋がれている。御成道は、現在は県道及び市道と

なっている。今後も山口県及び萩市によって現状を維持するよう道路法により資産の保護を図

っていくこととなっており、これにより顕著な普遍的価値に貢献する資産である萩城下町の要

素が世界遺産登録時の状態で保存される。 

 

（４）また、緩衝地帯における規制については、管理保全計画において、以下のとおり定めてい

る。 

 

○萩城下町 

萩城下町の緩衝地帯は、おおむね市街地、河川、山林及び海面から成っている。緩衝地帯につ

いては、景観法に基づく萩市景観計画及び自然公園法の組み合わせにより保全することとして

いる。各法令に基づく保全手法の概要とそれによって保全する対象等については、下記のとおり

である。 

 

①景観法による良好な景観の保全 

 緩衝地帯のうち、水面を除く部分は萩市景観計画による一般景観計画区域及び重点景観計

画区域として保全される（図２）。一般景観計画区域では一定の規模を超える建築物等の新築

等や開発行為等について、重点景観計画区域では維持管理に係る行為等の例外を除き、全ての

建築物等の新築等や開発行為等について、景観形成基準に従って制限される。また、建築物の

高さについては制限を設けている。三角州の両側にある松本川と橋本川は景観重要河川、三角

州内の主要な河川は準景観重要河川に位置づけられており（図３）、工作物の新築等について

は占用許可が必要で、形態・意匠・色彩の制限を設けている。緩衝地帯の全ての国道、ほとん

どの県道及び主要な市道は景観重要道路に位置づけられており、工作物の新築等については

占用許可が必要で、形態・意匠・色彩の制限を設けている。これにより、緩衝地帯における大

規模建築物の建築や開発行為等により、資産としての価値が損なわれることなく、良好な景観

が保全される。 
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図２ 
萩市景観計画にお
ける重点・一般景観
計画区域 

図３ 
景観重要河川・ 
準景観重要河川・ 
景観重要道路 
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②自然公園法による自然環境の保護 

緩衝地帯のうち海面及び西側の山林の一部については、自然公園法による北長門海岸国定

公園の普通地域及び第２種特別地域として保全される。普通地域では一定基準を超える工作

物の新築等や土地の形状変更等について、第 2種特別地域では工作物の新築等や土地の開墾、

屋根等の色彩変更等について、制限される。これにより、緩衝地帯における海面や山林部分に

ついては資産の築造当時の景観を損なうことなく、良好な自然環境が保護される。 

 

○松下村塾 

松下村塾の緩衝地帯は、松陰神社の範囲となっている。緩衝地帯については、景観法に基づく

萩市景観計画により保全することとしている。景観法に基づく保全手法の概要とそれによって

保全する対象等については、下記のとおりである。 

 

①景観法による良好な景観の保全 

緩衝地帯は全て、萩市景観計画による重点景観計画区域として保全される。重点景観計画区

域では全ての建築物等の新築等や一定の規模を超える土地の形質変更等について、景観形成

基準に従って制限される。また、建築物の高さについても、制限を設けている。これにより、

緩衝地帯における大規模建築物の建築等により、資産としての価値が損なわれることなく、良

好な景観が保全される。 

 

 

 

４．事案による影響全体の評価 

（１）萩反射炉、恵美須ヶ鼻造船所跡については、構成資産及び緩衝地帯の範囲ともに高さ規制

の改訂がないため、顕著な普遍的価値に貢献する諸要素に対する影響及び展望景観への

影響はないと考えられる。 

特に、萩反射炉の緩衝地帯の一部においては高さ規制が１６ｍから２０ｍに変更される

が、変更される範囲はバイパス道路（土原新川線）及びその両側１０ｍの範囲に限定され

ており、既に当該範囲周辺は以前から高さ規制が２０ｍとなっているため、今回の高さ規

制の一部改訂による展望景観への実質的な影響はないと考えられる。 

（２）萩城下町の緩衝地帯については、高さ規制が改訂される範囲は構成資産から相当程度離れ

ている。構成資産から高さ規制が改訂される範囲に最も近い地点の眺望については、付属

資料４－７に示すとおりであり、顕著な普遍的価値に貢献する諸要素に対する影響はな

いと考えられる。また、萩城下町の景観モニタリングにおいて定めた観測定点等からの展

望景観及び周囲の山のスカイラインへの眺望については付属資料４－５及び４－６に示

すとおりであり、高さ規制が２０ｍに変更されたことによる実質的な影響はないと考え

られる。 

（３）松下村塾の緩衝地帯については、高さ規制の改訂はないが、緩衝地帯の外、西側エリアの

高さ規制が改訂される。そのため、付属資料４－８において、西側方向の眺望について追

加的に調査したが、松下村塾西側は樹木が繁茂しており、景観に影響はないことが、明ら

かとなった。 

（４）今回の高さ規制の一部改訂は、主に商業地区の設定・明確化及びバイパス道路沿いの活性

化に伴うものである。これは、急速に進む人口減少や少子高齢化に歯止めをかけるために

は、地域経済活性化が必要との判断で実施されるものである。商業地区の範囲は、都市計

画における商業地域及び近隣商業地域に限定することにした。地域経済活性化による賑
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わいの創出と歴史的景観の保全を両立させるため、小地域ごとの性格や用途をきめ細か

く仕分けすることによって、萩市における喫緊の課題に対応しながら景観への影響を最

小限に抑えることとした。今後も引き続き、緩衝地帯を重点景観計画区域又は一般景観計

画区域に指定し、重点景観計画区域では維持管理に係る行為等の例外を除き全ての建築

物等の新築等や開発行為等について、一般景観計画区域では一定の規模を超える建築物

等の新築や開発行為等について、萩市景観計画に定める景観形成基準に従って制限する

こととしている。また、景観形成基準による制限の他に、都市計画用途地域の建ぺい率・

容積率の規制を引き続き行う。現状の商業地区の土地は細かく区画分けされ一所有者当

たりの土地面積が大型の建築物を建設するには十分の面積でない土地がほとんどであり、

高さ１６ｍ以上の建築物が次々と建てられるといった回復不能な現状変更が具体的に想

定される状況にはない。 

 

５．管理過程 

（１）上記のとおり、今回の高さ規制の一部改訂が構成資産に与えうる影響や景観への影響につい

て、萩市・構成資産管理者・関係機関等の間で詳細かつ綿密な協議・検討を行ってきた。 

（２）世界遺産「明治日本の産業革命遺産」の管理体制においては、戦略的枠組みの一環として、複

数の構成資産からなるエリアごとに管理保全協議会を設置している。エリア１ 萩においても

「萩地区管理保全協議会」を設置して政府の関係省庁や地方自治体、構成資産の所有者が参加し、

構成資産の管理保全等について情報・意見の交換及び意思決定を行っている。 

なお、本遺産影響評価書は、２０１８年５月１４日に開催した萩地区管理保全協議会において

協議され、その後も委員への意見聴取などを経てとりまとめられたものである。「萩地区

管理保全協議会」では、本事案について、以下のように評価した。 

今回の景観計画の一部改訂については、萩市が直面している課題に対応していく過

程で生じたものであり、緩衝地帯の規制緩和を直接の目的としたものではない。従

って、課題への対応を図りつつ、緩衝地帯における景観への負の影響を最小限に抑

える方向で取りまとめられた事案である。構成資産が存在する地域の持続可能性を

確保することは、構成資産の良好な保全を継続していくために必要不可欠である。 

萩市及び構成資産管理者には、萩城下町及び松下村塾における緩衝地帯の景観及び

眺望について、継続的なモニタリングを求める。また、萩市に対しては引き続き、

萩市景観計画の適切な運用により景観のコントロールを図るよう求める。 

（３）また、萩市では、上記の手続きと並行して景観審議会、市議会関係者による協議会、住

民公聴会等のオープンな手続きが進められた。 

その結果、高さ規制の改訂範囲について、当初案では、緩衝地帯内における三角州及び

その周辺全体が広く含まれていたものを、商業地区及びバイパス道路沿いに限定するな

ど、対象範囲を狭める努力が検討段階で進められた。 

このことは、多くの関係者がオープンに且つ率直に議論を重ねる戦略的枠組みに基づく

管理保全の手法が十分に効果を上げていることを示している。 

（４）緩衝地帯の保全については今後も萩市は構成資産管理者と情報の共有や協議を十分に行うこ

ととしている。また、必要に応じて国（内閣官房）に設置された「稼働資産を含む産業遺産に

関する有識者会議」の助言を求めることになっている（図４）。 

（５）本事案については、政府の関係部署より海外有識者等に助言を求めた。その助言に基づい

て、多角的な景観モンタージュを実施することとし、影響の評価を行った。追加的に実施し

たものを含めて、その影響評価の結果については付属資料４－１から４－８のとおり。 

（６）萩市は、「修復・公開活用計画」に基づき、関連情報を網羅的・体系的に集約したモニタ

リング・カルテを作成し、構成資産及び緩衝地帯の状況を定期的に把握する。毎年度、
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萩市はモニタリングの結果を年次報告書として取りまとめ、萩地区管理保全協議会にお

いて確認・合意した後に、「明治日本の産業革命遺産」保全委員会に報告する。 

 

６．結論 

（１）今回の景観計画の一部改訂は、直ちに世界文化遺産「明治日本の産業革命遺産」の顕著な普

遍的価値、完全性・真実性に負の影響を与えるものではない。 

（２）構成資産からの眺望についても、萩市及び構成資産管理者による定期的・継続的なモニタ

リングにより影響の有無を調査する仕組みが整えられており、また無秩序な開発を防ぐ

とともに景観のコントロールを行う体制も確立している。 

（３）本レポートを提出した後に、萩市は高さ規制の一部改訂について告示を行うこととして

いる。現時点で、高さ１６ｍ以上の建築物の新築計画はない。また今後１６ｍ以上の建

築物の新築計画があった場合は、景観等への影響を事前に確認し、僅かでも影響が想定

される場合は、届出書提出前の事前協議の段階で、可能な限り影響の軽減を図るよう事

業者に対し協力を求めることとしている。 

（４）今後も、高さ規制の一部改訂による眺望景観への影響について景観モニタリングにより

定期的に観測を続ける。具体的な要請があれば、毎年度、その結果をまとめ報告する用

意がある。また、萩市は萩市景観計画の適切な運用により、引き続き緩衝地帯における

景観をコントロールしていく決意である。 

（５）以上のとおり、本事案が世界遺産にもたらすリスクは最小限に抑えられている。 

 

 

Governance system of the Strategic Framework 

Governance 

- Governance system and Expertise 

Cabinet Secretariat 
 

Supervise 

Local Conservation 
Councils 

• Hagi 
• Kagoshima 
• Nirayama 
• Kamaishi 
• Saga 
• Nagasaki 
• Miike 
• Yawata 

 

Industrial 
Heritage 
Expert 

 
 

Advice 
 

Capacity 
Building 

Make decisions regarding 
series wide issues 
・Cabinet secretariat 
・Relevant Ministries 
・Local governments 

Under Cabinet secretariat initiative, 
with relevant ministries involved, local 
governments implement the regulatory 
tools, etc. to securely protect the OUV. 
Cabinet secretariat 
Relevant Ministries 
Local Governments 
Private property owners 

WH 
Committee 

National Committee 
of Conservation and 

Management 
 

図４ 戦略的枠組みにおけるガバナンス体制 
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（参考） 

１．経緯 

 平成２９年６月  施政方針として地域経済活性化を図ることが打ち出されたことに  

伴い、萩市景観計画に商業地区を新設する等の一部改訂を行うこととなった。 

 以後、萩市の景観担当部局が景観計画の改訂内容について検討 

 平成３０年２月  萩市景観審議会（景観計画一部改訂の概略説明） 

 平成３０年３月  萩城跡等整備委員会委員に意見聴取（緩衝地帯の規制の一部改訂） 

 平成３０年３月  景観計画一部改訂案の萩市議会への説明（１回目） 

 平成３０年５月  萩地区管理保全協議会（議案：緩衝地帯の規制の一部改訂） 

 平成３０年７月  萩市景観審議会（景観計画一部改訂案の説明） 

 平成３０年７～９月 景観計画一部改訂に係る住民説明会・意見聴取、関係団体への説

明・意見聴取 

 平成３０年９月  景観計画一部改訂案の萩市議会への説明（２回目） 

 平成３０年１０～１１月 景観計画一部改訂に係る縦覧・公聴会、萩市都市計画審議会

への意見聴取 

 平成３０年１１月 景観計画一部改訂最終案取りまとめ⇒萩市景観審議会（景観計画一

部改訂最終案の説明） 

 平成３０年１２月 景観計画一部改訂案の萩市議会への説明（３回目） 

 平成３１年１月３１日 市長決裁⇒景観計画一部改訂の告示  
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萩市景観計画における建築物の高さ規制図（現行） 

 

  

バイパス道路 

（土原新川線） 

バイパス道路 

（大屋土原線） 

1-1 萩反射炉  

1-2 恵美須ヶ鼻造船所跡 

1-4 萩城下町 

1-5 松下村塾 

付属資料１
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萩市景観計画における建築物の高さ規制図（一部改訂案） 

 

  

1—1 萩反射炉  

1—2 恵美須ヶ鼻造船所跡 

1-4 萩城下町 

1-5 松下村塾 

付属資料２
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萩都市計画総括図（用途地域図） 

 

  

付属資料３

 

商業地区 

緩衝地帯 
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緩衝地帯に与える影響 

① 構成資産とその緩衝地帯のモニタリングの実施（観測定点の設定） 

萩城下町では、構成資産内に８箇所（№１～８）、構成資産外に３箇所（№９～１１）、計１

１箇所の観測定点を設けている。またランドマークとして、構成資産内に指月山（№１、標

高１４３ｍ）、構成資産外東側に田床山（標高３７２.８ｍ）、構成資産外南側に面影山（標

高２５３.１ｍ）が存在する。 

※ 図中のＡは高さ規制を開始する以前に建築されたホテル（高さ２６ｍ） 

 

② 高さ規制の一部改訂による構成資産内外の観測定点からの眺望の変化 

構成資産内外の観測定点から、今回高さ規制の一部改訂が行われる方向を望んだ結果、展望

景観には、高さ規制の改訂による影響がないことを確認した。 

以下、関係する観測定点から今回高さ規制の一部改訂が行われる方向を望む。写真中に従来

の規制高（１６ｍ）を黄色、改訂による規制高（２０ｍ）を赤色の線でそれぞれ表した。 

 

 

 

 

 

  

付属資料４－１ 

構成資産範囲 

緩衝地帯範囲 

高さ規制の一部改訂範囲 

Ａ 高さ規制開始以前建築ホテル（高さ 26ｍ） 

構成資産範囲 

緩衝地帯範囲 

高さ規制の一部改訂範囲 

Ａ 高さ規制開始以前建築ホテル（高さ 26ｍ） 
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観測定点２（萩城天守台）から南東方向を望む。観測定点から約 1.59ｋｍ先に建物が所在する

場合の想定高さを図示した。高さ１６ｍ（黄色ライン）、２０ｍ（赤色ライン）は、ともにほと

んど前景樹木の背後となるため、展望景観に影響を与えない。 

 

付属資料４－２ 

構成資産範囲 

緩衝地帯範囲 

高さ規制の一部改訂範囲 

Ａ 高さ規制開始以前建築ホテル（高さ 26ｍ） 
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観測定点４（後町筋・横町筋交差点）から東方向を望む。観測定点から約 800ｍ先に建物が所在

する場合の想定高さ。高さ１６ｍ（黄色ライン）、２０ｍ（赤ライン）は、ともに展望景観に影

響を与えない。 

 

付属資料４－３ 

構成資産範囲 

緩衝地帯範囲 

高さ規制の一部改訂範囲 

Ａ 

 
高さ規制開始以前建築ホテル（高さ 26ｍ） 
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観測定点９（陶芸の村公園展望台）から萩城下町方向を望む。Ａは高さ規制開始以前に建築され

たホテルで高さ２６ｍ。観測定点９から商業地区内に建物が所在する場合の想定高さを図示し

た。高さ１６ｍ（黄色ライン）、２０ｍ（赤色ライン）は、ともに展望景観にほとんど影響を与

えない。 

 

Ａ 

付属資料４－４ 

構成資産範囲 

緩衝地帯範囲 

高さ規制の一部改訂範囲 

Ａ 

 
高さ規制開始以前建築ホテル（高さ 26ｍ） 
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③ 高さ規制の一部改訂による構成資産内の定点から周囲の山のスカイラインへの眺望の変化 

構成資産内のビューポイントとして、観測定点７（御成り道・菊屋横町交点）を設定した。

観測定点７からランドマークである面影山・田床山方向を望んだ場合の断面図は下記のと

おり。今回、規制が改訂されるのは断面図内赤色の範囲である。この範囲は観測定点と各山

頂を結ぶラインよりも低く、実際には観測定点に近接して建造物が所在し、現状でも直接山

頂は視認できない。したがって、今回の高さ規制の改訂による眺望の変化はほとんどない。 

 

付属資料４－５ 

構成資産範囲 

緩衝地帯範囲 

高さ規制の一部改訂範囲 

Ａ 

 
高さ規制開始以前建築ホテル（高さ 26ｍ） 

田床山（標高372.8ｍ）

面影山（標高253.1ｍ）

3.5km0.41km

定点７（標高5.3ｍ）

商
業
地
区
境

松本川

断面図２　定点７（御成り道・菊屋横町交点）から東方向を見た時の眺望

3.0km2.0km1.0km

0m

100m

200m

300m

定点７（標高5.3ｍ）

断面図１　定点７（御成り道・菊屋横町交点）から南方向を見た時の眺望

2.0km1.0km

橋本川

0m

100m

200m

1.4km

上：20ｍ
下：16ｍ

上：20ｍ
下：16ｍ

断面図１

断面図２

1.34km

1.5km
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観測定点７（御成り道・菊屋横町交点）から南側（面影山方向）を望む 

規制高が１６ｍから２０ｍに改訂される境界（観測定点から約 1.59ｋｍ）に建物が所在する場

合の想定高さを図示した。高さ１６ｍ（黄色ライン）、２０ｍ（赤色ライン）は、ともに周囲の

山のスカイラインへの眺望にほとんど影響を与えない。 

 

付属資料４－６ 

構成資産範囲 

緩衝地帯範囲 

高さ規制の一部改訂範囲 

Ａ 

 
高さ規制開始以前建築ホテル（高さ 26ｍ） 
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観測定点８（御成り道・江戸屋横町交点）から東側（田床山方向）を望む。 

商業地区の境界線上（観測定点から 280ｍ）に建物が所在する場合の想定高さを図示した。１６

ｍ（黄色ライン）、２０ｍ（赤色ライン）は、ともに周囲の山のスカイラインへの眺望にほとん

ど影響を与えない。 

 

付属資料４－７ 

構成資産範囲 

緩衝地帯範囲 

高さ規制の一部改訂範囲 

Ａ 

 
高さ規制開始以前建築ホテル（高さ 26ｍ） 
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なお、松下村塾の緩衝地帯外、西側の高さ規制一部改訂の影響についても下記のとおり追加的に

調査した。 

観測定点 12（松下村塾の西側横）から西側を望む。 

商業地区の境界線上（観測定点から 230ｍ）に建物が所在する場合の想定高さを図示した。１６

ｍ（黄色ライン）、２０ｍ（赤色ライン）は、ともに前景樹木の背後になるため、松下村塾から

の景観に影響を与えない。 

付属資料４－８ 

構成資産範囲 

緩衝地帯範囲 

高さ規制の一部改訂範囲 

Ａ 

 
高さ規制開始以前建築ホテル（高さ 26ｍ） 
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三重津海軍所跡の緩衝地帯におけるコンクリート製造工場建設についての 

遺産影響評価書 

 
概 要 

本文書は、世界遺産「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」の構成

資産である「三重津海軍所跡」（構成資産 5-1）の緩衝地帯におけるコンクリート製造工

場の建設を対象として、佐賀市が作成した遺産影響評価書である。 
三重津海軍所跡の顕著な普遍的価値を表す要素（アトリビュート）は、地下遺構及びそ

れらと一体を成す自然地形であり、資産範囲外での工事による直接的影響を受けない。ま

た、資産範囲内からの景観への影響も最小化されている。民間事業者と遺産管理者（佐賀

市）の協議は、今後とも引き続き行われる。 
 
１ 導入 

(1) 本遺産影響評価の対象は、2015 年 7 月に世界遺産一覧表に記載された「明治日本の

産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」の構成資産「三重津海軍所跡」（5-1）で

ある（図 1）。 
(2) 本遺産影響評価にあたっては、世界遺産の管理保全計画（ＣＭＰ）に定める事項及び

国内外の有識者の意見を参照している。 
(3) 本遺産影響評価書の作成主体は佐賀市である。 

 
２ 開発事案の概要 

(1) 民間事業者が、緩衝地帯の南側に存在するコンクリート製造工場を、緩衝地帯内の別

の敷地へ一部移転するものである（図 2）。民間事業者は、その用地として、事業者が

以前から所有していた資材置場の敷地に加え、隣接する農地を購入して拡張し、現在

の工場と同規模の製造工場を建設することとしている。 
① 開発位置：福岡県大川市大野島 
② 敷地面積：約 4,900 ㎡ 

【事業者所有の資材置場面積】約 4,100 ㎡ 
【隣接する農地を購入して拡張する面積】約 800 ㎡ 

③ 施設の規模： 
【プラント】高さ 24.25ｍ 面積 5.4ｍ×7.4ｍ 数量 1 基 
【セメントサイロ】高さ 21.57ｍ 直径 3.35ｍ 数量 2 基、 

高さ 12.57m 直径 3.35m 数量 1 基 
④ 工程：2018 年 3 月下旬に着工。2019 年 1 月末には工事を完了し、2019 年 2 月

に操業開始の予定である。 
(2) 当該工事は、構成資産の範囲外で行われるものであり、現在の工場敷地及び移転先の

工場敷地は、ともに福岡県大川市域に属する。 
(3) 当該工事に伴い、農地（約 800 ㎡）が開発用地に転用され、大川市域に属する緩衝地

添付資料２ 
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帯の農地としての保護状況に一部変更が生じている（図 3）。 

 

 

図 1 佐賀エリアの位置図 

 

図 2 資産・緩衝地帯の範囲及び開発事案位置図 

日本 

5-1 三重津海軍所跡 

5-1 三重津海軍所跡 

開発用地に転用 

した農地 
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図 3 緩衝地帯の保護状況の変化（上図：変更前、下図：変更後） 
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３ 遺産価値 

(1) 「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」の顕著な普遍的価値は以

下のとおりである。（世界遺産委員会決議の顕著な普遍的価値の言明の抜粋） 
本産業遺産群は、主に九州・山口地域に分布し、産業化が初めて西洋から非西洋に

波及し成就したことを顕している。19 世紀半ばから 20 世紀初頭にかけて、日本は製

鉄・製鋼、造船、石炭産業を基盤に急速な産業化を成し遂げた。シリアルの構成資産

は、1850 年代から 1910 年にかけてのわずか 50 年余りという短期間に達成された

急速な産業化の 3 つの段階を反映している。 
第一段階は、1850 年代から 1860 年代前半にかけての幕末期で、製鉄及び造船の試

行錯誤の挑戦に始まる。国の防衛力、特に、諸外国の脅威に対抗する海防力を高める

ために、藩士たちの産業化への挑戦は、伝統的な手工業の技で、主に西洋の技術本か

らの二次的知識と洋式船の模倣より始まった。 
1860 年代からの第二段階においては、西洋の科学技術が導入され、技術の運用のた

めに専門家が招かれ、専門知識の習得を行った。その動きは明治新政府の誕生により

加速された。 
明治後期（1890～1910 年）にあたる第三段階においては、国内に専門知識を有し

た人材が育ち、積極的に導入した西洋の科学技術を、国内需要や社会的伝統に適合す

るように現場で改善・改良を加え、日本の流儀で産業化を成就した。 
(2) 三重津海軍所跡は、第一段階における造船のサイトであり、修船や造船に試行錯誤し

た産業化初期の遺構である。伝習及び西洋船舶の修理を行う日本最古のドライドック

が含まれ、1858 年から 1871 年まで操業した。三重津海軍所はペリー来航による開国

に対応して 1855 年に幕府が開設した長崎海軍伝習所で得た知識と技術を基に運営さ

れた。（長崎海軍伝習所は現存していない。） 
(3) 三重津海軍所跡の顕著な普遍的価値を表す要素（アトリビュート）は、ドライドック

（修覆場地区）、稽古場地区、船屋地区の地下に埋蔵された地下遺構及びそれらと一体

を成す自然地形である。これらの日常的なメンテナンスについては、管理保全計画で以

下のとおり定めている。 
【佐賀市・佐賀市教育委員会による管理】 
保全管理の対象となる要素は、三重津海軍所稼働期の要素である。これらは、佐賀

藩が近代化に向けて自力で取り組んだ、造船・修船の活動を直接的に示す証拠である。

これらの要素には地下遺構と自然地形があり、それぞれ次のように維持管理を行う。 
なお、資産は文化財保護法に基づく国史跡の指定を受けているため、その保全管理

業務は、史跡地内の現状変更等の取扱いについて定めた「史跡三重津海軍所跡保存管

理計画書」を遵守するとともに、史跡の管理団体である佐賀市教育委員会と十分な連

絡調整を行い実施する。（「管理保全計画」、日本語 64 ページ、英語 83 ページ～） 
■地下遺構 
・修覆場地区：石組遺構、炉状遺構（1・2）、溝状遺構、小型二連炉（坩堝炉）、 
廃棄土坑、護岸遺構〔本渠部〕、護岸遺構〔渠口部〕、河川面護岸遺構、造成土 
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・稽古場地区：造成土 
・船屋地区 ：造成土、土堤盛土 
地下遺構に関しては、現地表面から 60～100ｃｍに及ぶ十分な厚さの保護層が確保

され、影響を与えないよう維持管理が実施されている。よって、今後も地中に埋蔵さ

れた良好な保存状態を継続するため、現状維持を基本とした保全管理の措置を実施す

る。特に、護岸遺構のように木材を素材とする遺構については、その劣化進行を防止

するため、調査以外での露出を行わないようにする。 
■自然地形 
・船屋地区：入江の地形 
自然地形である入江の地形は、往時の船屋の姿を現代に伝えるものである。よって、

その景観を保存するため、漁港等の継続的な利用を前提としつつ、現状維持を基本と

した管理保全の措置を実施する。 
(4) また、緩衝地帯における規制については以下のとおり定めている。（「管理保全計画」、

日本語 67 ページ、英語 87 ページ） 
（１）緩衝地帯について将来にわたり維持すべき状態（規制のメルクマール） 

緩衝地帯には、三重津海軍所が稼動していた当時の景観を想起させる土地利用の

区分や地形等が現存しており、これらの資産からの眺望を保全するため、視認を妨

げる構造物の設置を抑制する。 
（２）緩衝地帯における規制についての方針及び全体計画 

資産の保護を目的とした(1)の状態を維持するため、適切な範囲を緩衝地帯として

定めるとともに、その保全方策を講じる。 
緩衝地帯における開発行為については、三重津海軍所跡の資産価値を損なわない

よう、河川法、都市計画法、景観法、農業振興地域の整備に関する法律、農地法に

より規制誘導する。 
 
４ 開発事案による影響全体の評価 

(1) 本開発事案に伴う工事は資産範囲の外で行われるものであり、顕著な普遍的価値を表

す要素（アトリビュート）である地下遺構と自然地形、それらの完全性及び真実性に対

して、直接的に負の影響を与えるものではない。 
(2) 資産内部からの眺望は、顕著な普遍的価値を表す要素（アトリビュート）ではないが、

影響評価の対象とした。その理由は、管理保全計画において緩衝地帯の景観保全の配慮

事項を定めており、本工事が緩衝地帯において実施されることによる。 
(3)佐賀市は大川市から 2017 年 4 月に本開発事案に関する情報を得て、それ以降、大川

市とともに民間事業者及び関係者との協議を継続的に実施してきた。開発事案そのも

のは、世界遺産一覧表記載前から民間事業者が資材置場として所有している土地及び

隣接する農地（必要最小限の面積）において実施するものであり、関係法令に基づく、

所定の手続きを行った上で進められる。よって、開発そのものを止めることは難しいが、

事業者の協力を得て、その施工にあたっては、景観上の影響をできるだけ抑える措置
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（高さのある構造物の色を周囲に溶け込むベージュ系の色彩とし、構造物への社名等

のサイン表示はロゴのみとし、三重津海軍所跡からはできるだけ見えないように施す

など。）を講じることとなった。 
なお、この開発事案は、福岡県が景観法に基づく筑後川流域景観計画に定める景観形

成基準に適合したものとなっている。 
(4)佐賀市は、事業者が 2018 年 3 月下旬に開発工事に着工した後、継続的にモニタリン

グを実施してきた。 
(5)以上のような経過をふまえ、資産がある佐賀市側から大川市側を望む眺望の変化は、

影響を最小化することができた（図 4-1 から図 4-3）。 
 
 

 

図 4-1 堤防上（資産西側）からの眺望（2017年 5月撮影） 
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図 4-2 堤防上（資産西側）からの眺望（2019年 1月撮影） 

 

 

図 4-3 資産中央部（稽古場地区）からの眺望（2019 年 1月撮影） 
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５ 管理過程 

(1) 上記のとおり、コンクリート製造工場建設が構成資産に与えうる影響や景観保全への

影響の緩和について、民間事業者・遺産管理者（佐賀市）・関係機関等の間で詳細かつ

綿密な協議・検討を行ってきた。なお、遺産管理者（佐賀市）は民間事業者との協議

のなかで、今後、当該工場の用地拡張等の計画が無いことを確認している。 
(2) 世界遺産「明治日本の産業革命遺産」の管理体制においては、地区ごとに管理保全協

議会を設置している。本エリアにおいても「佐賀地区管理保全協議会」を設置し、遺

産の管理保全等について情報・意見の交換及び意思決定を行うこととしている。 
(3) 「佐賀地区管理保全協議会」には、大川市も参画しており、緩衝地帯の保全について

は今後も遺産管理者と情報の共有や協議を十分に行うこととしている。また、必要に

応じて国（内閣官房）の「稼働資産を含む産業遺産に関する有識者会議」に助言を求

めることもできる。 
(4) 「佐賀地区管理保全協議会」では、本開発事案について、以下の評価を行っている。 
 緩衝地帯内でのコンクリート製造工場の建設については、事業者の協力により、高

さのある構造物の色の変更を行う等、景観上の負の影響をできるだけ抑える措置を講

じている。  
緩衝地帯は、佐賀市（遺産管理者）・大川市の両域にまたがることから、佐賀県・福

岡県を含めた関係者との情報共有をさらに密に図り、緩衝地帯の保全に努めていくこ

とが求められる。 
(5) 「明治日本の産業革命遺産」保全委員会における評価も同様である。 
(6) なお、本遺産影響評価書は、2019 年 1 月 21 日に開催した佐賀地区管理保全協議会に

おいて協議を行い、とりまとめた。 

 
図 5 戦略的枠組みに定めるガバナンスのシステム 

(Additional information November 2014) 
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(7) 今回の開発事案を契機に、資産及び緩衝地帯が広がる自治体（佐賀市、大川市、佐賀

県、福岡県）の間で緊密に情報共有を図り、できるだけ早い段階で開発計画を察知し、

事業主体と遺産への影響軽減のための協議時間を設けることの重要性を再認識した。

そこで、今後の緩衝地帯の保全を図る上での体制をさらに強化するため、遺産管理者

である佐賀市と、大川市、佐賀県、福岡県の四者で構成する「会議体」を新たに設置

した。緩衝地帯が佐賀市と大川市の両市域にまたがること、両市域で緩衝地帯を保全

するための関係法令や条例等が異なり、担当部署も両市の組織内に複数存在すること

等から、各市内部の組織間連携の強化、両市間での情報共有体制の強化を図り、でき

るだけ早期に開発計画を把握し、関係者間で調整を行える時間を十分に確保できるよ

う改善を図った。 
(8) 今後、緩衝地帯内の土地所有者に対し、佐賀市・大川市で協力し、景観保全のための

協力を改めて求めていくこととしている。 
(9) 2018 年 3 月下旬の工事着工以降、協議内容どおり工事が進捗しているか、佐賀市（遺

産管理者）が対象地のモニタリングを実施してきている。 
 

６ 結論 

(1) コンクリート製造工場の建設は、世界文化遺産「明治日本の産業革命遺産」の顕著な

普遍的価値、完全性・真実性に負の影響を与えるものではない。 

(2) 三重津海軍所跡からの眺望については、事業者と大川市、遺産管理者（佐賀市）によ

る協議を通じて影響を最小化する施工がなされており、今後も協議・情報共有を図れる

体制を確立している。 
(3) 以上のとおり、本開発事案が世界遺産にもたらすリスクは最小限に抑えられている。 
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